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1. 調査概要 

1.1 調査目的 

本調査はスポーツ行政施策に関する基礎資料として、全国の地方自治体のスポーツ振興に関する情報を

収集し、その結果を関係者と共有することで、今後のスポーツ振興の一助とすることを目的とした。 

 

1.2 調査方法 

(1) 調査対象 

全国すべての地方自治体におけるスポーツ担当部署（都道府県 47件、市区町村 1,741件、合計 1,788件） 

 

(2) 調査方法 

郵送法による質問紙調査を実施した。調査票の回収は、インターネットおよび電子メール、FAX にて行

った。 

 

(3) 調査期間 

2016年 2月中旬～2016年 3月中旬 

 

(4) 主な調査項目 

・スポーツ担当部署（スポーツ担当部署、スポーツ振興審議会、職員数等） 

・スポーツ推進計画（策定状況、策定時期、計画の内容、策定予定等） 

・スポーツリーダーバンク、スポーツボランティアバンク（設置状況、登録者数等） 

・学校体育・運動部活動における人材活用 

（小学校体育における専科教員と外部指導者、中学校運動部活動における外部指導者等） 

・利用を停止している公共スポーツ施設（施設の種類、施設数等） 

・体育協会とスポーツ少年団 

（体育協会の法人格、スポーツ少年団事務局の設置場所、スポーツ少年団の登録数等） 

 

(5) 回収率 

 回収数（回収率） 

都道府県 ,47（100.0%） 

市区町村 1,188（ 68.2%） 

合計 1,235（ 69.1%） 

 

(6) 調査の実施体制 

本調査の企画・実査・分析は、以下の笹川スポーツ財団の研究員が担当した。 

・藤岡 成美（公益財団法人笹川スポーツ財団 スポーツ政策研究所 研究員） 

・宮本 幸子（公益財団法人笹川スポーツ財団 スポーツ政策研究所 研究員） 

・工藤 保子（公益財団法人笹川スポーツ財団 スポーツ政策研究所 副主任研究員） 

・澁谷 茂樹（公益財団法人笹川スポーツ財団 スポーツ政策研究所 主任研究員） 


